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概　要
ICTから見たスマ トーグリッドの可能性
　電力網に ICT（Information and Communication Technology：情報通信技術）を活用
し、信頼性の向上、コストの削減、環境負荷の低減を実現する次世代の電力供給システ
ムをスマートグリッドと呼ぶことが多い。しかし、新たな社会・経済の基盤として、
ICT 産業の次の成長の領域としてスマートグリッドを位置付けることにこそ、より大き
な重要性があると思われる。
　世界的に広まる低炭素社会の実現の動きから、再生可能エネルギーの導入と、個人生活・
企業運営・地域社会など社会のあらゆる領域における省エネルギー化が必要とされてお
り、この流れがスマートグリッドの研究開発と事業化を世界的に加速させている。ここ
において、スマートグリッドに関係して、現在のインターネットを規模の上で何倍も上
回る通信ネットワークの出現が起こることも、今後の社会の技術・産業に多大なインパ
クトを与えるであることを忘れてはならない。
　米国においては、ICT 産業の実力企業がこぞってこの領域の技術開発、ビジネスに参
入して来ており、米国の経済界はスマートグリッドに関する分野を ICT 産業の次の重要
な市場と見ていると思われる。また、米国の連邦政府も総額 45 億 US$ の投資・標準化
の推進・法的整備を積極的に行い、経済界の新しい動きを後押しし、官民一体となった
戦略的動きが見られる。新たなベンチャー企業の活動なども活発化している。
　一方、日本においてはスマートコミュニティを実現しようという議論はあるものの、
研究開発投資は、太陽光発電など再生可能エネルギーや蓄電池の技術開発に関心が集中
し、スマートグリッドに係る ICT の研究開発・事業化の動きが活発化・具体化していない。
技術は、全体的な構想の中でしっかりと定義され、開発されてこそ価値を高めるのであっ
て、この構想の現実世界における実現手段が ICT である。日本においては、今後、再生
可能エネルギーの技術が発達し、その技術要素は国際競争力をもつかもしれないが、あ
くまで他の上位システムに組み込まれる「部品」として輸出される可能性が高い。
　さらに、スマートグリッドにより出現する新たなネットワークにより、「モノのインター
ネット（Internet of Things）」の世界が、家電・電気自動車なども含んだより広い範囲
に拡大される可能性について、認識を新たにする必要がある。デジタルインフラを実際
の世界に密着させ、効率よく情報を入手・分析しアクションをとることが「社会・経済
を動かす」ということになるという、「情報化」に対する全く新しい認識がそこにあり、
ここにおいて ICT の新たな発展の可能性が期待される。
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1   はじめに
科学技術動向研究
ICT から見た 
スマートグリッドの可能性
日高　一義
客員研究官
　電力網に ICT（Information and 
Communication Technology：情報
通信技術）を活用し、信頼性の向上・
コストの削減・環境負荷の低減を
実現する次世代の電力供給システ
ムをスマートグリッドと呼ぶこと
が多い。しかし、むしろ新たな社会・
経済の基盤として、ICT 産業の次
の成長の領域として、スマートグ
リッドを位置付けることにこそ、
より大きな重要性があると思われ
る。
　既存の電力システムと、スマー
トグリッドの違いを図表 1 に示
す 1、3）。既存の電力システムは、
大きく分けると発電（火力、水力、
原子力による集中型発電）、送電や
配電による電力流通、および需要
家による電力消費で構成されてい
る。電力の流れは、発電→送電→
配電→消費と上流から一方向であ
る。情報の流れは、日本などの先
進システムの場合、発電から送電
までの部分において主に障害など
の監視のために存在している。
　これに対して、スマートグリッ
ドでは、太陽光発電・風力発電な
どの再生可能エネルギーを利用し
た分散電源と蓄電から成る部分が
構成要素として追加される。また、
需要家サイドでも、消費のほかに、
太陽光発電による発電や蓄電の機
能が追加される。さらに、Plug-in 
Hybrid Electric Vehicle（PHEV）な
ど消費・発電・蓄電の機能を持っ
た自動車も加わる。そして、これ
らの構成要素の間で、電力と情報
が双方向的にやりとりされるよう
になる。
　スマートグリッドにおけるさら
に重要な変化は、クーラーや冷蔵
庫などの電化製品、そして電灯な
ど「電力を消費する人工物」が、新
たな構成要素としてネットワーク
に接続され、電力の消費のみなら
ず情報のやりとりを行うようにな
ることである。
　世界的に広まる低炭素社会の実
現の動きから、再生可能エネルギー
の導入と、個人生活・企業運営・
地域社会など社会のあらゆる領域
における省エネルギー化が必要と
されており、この流れがスマート
グリッドの研究開発と事業化を世
界的に加速させている。その理由
は、再生可能エネルギーを産する
ための太陽光発電・風力発電や
CO2 排出を大幅に低減させると期
待される PHEV を社会実装する段
階で、既存の電力系統との整合性
をとるためにスマートグリッドの
ような高度な制御システムが必要
となるからである。また、さらな
る省エネルギー化のためには、電
力消費の見える化・市場メカニズ
ムの導入・供給サイドからの電力
供給制御などが必要となり、これ
らに対してもスマートグリッドの
ような高度なシステムが必要とな
るからである。
　電力システムが老朽化しつつあ
る米国においては、信頼性の向上
（停電対策など）・需要管理の促進
（省エネルギー化）・分散電源の導
入を目的として、スマートグリッ
ドの導入が急がれている。とくに、
後述するスマートメーターを導入
した需要管理へ重点が置かれてい
る。これは、老朽化した配電網を
刷新するよりも少ない費用で大き
な効果が期待でき 4）、また、新し
い社会サービスのインフラ構築が
期待できるからと考えられる。
　日本においては、現在の米国を
中心としたスマートグリッド推進
動向に関して、懐疑的な見方も少
なくない。これは、現在の日本の
安定的な電力事情 6）とそれを支え
るインフラストラクチャーが、米
国などとは決定的に異なることが
大きな理由である。日本における
ICTから見たスマートグリッドの可能性
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スマートグリッド導入のモティ
ベーションは、太陽光発電・風力
発電・PHEV などを、次世代の環境・
エネルギー技術として社会実装し
ていく時に、既存の電力系統とど
う連携するかというマネジメント
システムの実現にある。これら技
術の利用には CO2 削減など環境問
題からの圧力が拍車をかけると思
われるが、このようなモティベー
ションが「スマートグリッド」の発
展にどこまで影響するかは、議論
の分かれるところである。
　安定した環境負荷の低い電力の
供給がスマートグリッドの出発点
である。それだけに、再生可エネ
ルギー・蓄電池を含めた「電力の発
電・送電・蓄電」に係る「電力の新
技術および新産業」にのみ、将来の
発展性を求めがちである。それは
間違った見方ではないが、今はそ
れに付随しているだけのように見
える部分の発展性も大きいことを
見逃してはならない。すなわち、
現在のインターネットを規模の上
で何倍も上回る通信ネットワーク
の出現が起こり、今後の社会の技
術・産業に多大なインパクトを与
えることを忘れてはならない。
　特に米国では、スマートグリッ
ドに関する政府や産業界の動きは、
大変に活発なものとなっている。
Google 社、AT&T 社、Cisco 社、
Oracle 社、IBM 社 な ど ICT 産 業
の実力企業が、こぞってこの分野
の技術開発とビジネスに参入して
来ている。この現状を見ると、米
国の経済界はこの分野を ICT 産業
の次の重要な市場とみなしている
事がわかる。
　今後、スマートグリッドを実現
するために導入が予定されている
スマートメーターが、家庭内の多
種多様な電気機器やセンサーを外
部通信ネットワークに接続する役
割を果たすようになれば、通信主
体が「人」であったこれまでのイン
ターネットに、生活の中のすべて
の「電力を消費する人工物」が新た
な通信主体となって接続されてく
るのである。「世界に 27 億台ある
家庭用電力メーターが全てスマー
トメーターに置き換われば、半導
体メーカーにとっては莫大な市場
が出現することになる。」4）という
期待に代表されるように、半導体
メーカー・通信機器メーカーだけ
でなく、それらを動かすためのソ
フトウエアとサービスに、新たな
ICT の大きな市場がありうること
を認識する必要がある。
　本レポートでは、このような
ICT の視点からのスマートグリッ
ドの最近の動向を報告する。
図表 1　スマートグリッドと現在のシステム
参考文献1、3）を基に科学技術動向研究センターにて作成
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2   スマートグリッドの ICT に関係する世界市場の大きさ
　スマートグリッドの ICT に関係
する世界市場の規模は、2010 年で
890 億 US$（およそ 9 兆円）、2014
年には1700億US$（およそ17兆円）
で、年 20％の成長率が予測されて
いる（図表 2：Zpryme 社資料）。ま
た、スマートグリッド関連の要素
技術市場の年成長率としては、セ
ンサーとデバイスが 18％、全体を
管理・制御するための IT のソフト
ウェアとハードウェア（コンピュー
タ）が 21％、通信関連が 22％、ス
マートメーターが 24％の成長を見
せると予測されている。センサー
とデバイス・全体を管理・制御す
るための IT のソフトウェアとハー
ドウェア（コンピュータ）・通信関
連の合計でスマートグリッド関連
の市場規模全体の 89％を占める。
昨今の経済状況において年率 20％
で成長が予測できる領域は希であ
り、スマートグリッドに関連する
ICT の市場は極めて重要な成長市
場と言える。
　また、世界のスマートメーター
の設置数は、2009 年の 7,600 万台
から、2014 年には 2.1 億台に拡大
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3   米国と日本の動向
3─1
米国の動向
3-1-1　 政府投資の規模とその
効果の見積もり
　米国では現在、スマートメーター
の普及による電力システムの近代
化を中心に、スマートグリッド関
係に多くの投資が行われている。
　まず、連邦政府は 2009 年の経済
対 策 法（American Recovery and 
Reinvestment Act（通称 ARRA））
により、スマートグリッドに対し
て 45 億 US$ の投資を行っている。
このうちグラントプログラムに 34
億 US$ が充てられ、既存電力網の
信頼性向上と需要管理の促進のた
めの設備インフラへの補助金と
なっている。この投資によって、
スマートメーターが米国の全世帯
のおよそ 1／ 3 に当たる 4000 万世
帯に導入される計画である。
　一方、6.2 億 US$ は分散電源の
導入を中心とした地域実証／エネル
ギー貯蔵実証プログラムに充てら
する 3）。 2015 年には世界全体のス
マートメーターの普及率は 18% に
達する見通しであるが、北米に限
ればその普及率は現在の 5％から
55% に達すると予測されている 3）。
図表 2　スマートグリッド関連 ICTの世界市場予測
参考文献19）を基に科学技術動向研究センターにて作成
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図表 3　スマートグリッド関連 ICTの世界市場予測（内訳）
参考文献19）を基に科学技術動向研究センターにて作成
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れている 3）。
　上記の 34 億ドルのグラントプロ
グラムと 6.2 億ドルの実証プログ
ラムへの投資効果は、以下のよう
に見積もられている 3）。
　◦ 停電の減少により、年間 1500
億 US$（一人あたり 500 US$）
の損失削減
　◦ ピーク需要 1400MW 以上（資
本コスト 15 億 US$）削減と電
力料金の引き下げ
　◦  2020 年までに 20% を再生可
能エネルギーにするという目
標を達成可能にする
　◦数万人の雇用の創出
　◦ 47 億 US$ の民間投資を誘発
3-1-2　 電力企業・ICT企業・
大学・公的研究機関の
連携
　図表 4 に、上記のグラントプロ
グラムによって行われる主要プロ
ジェクトを示す。
　動的マネジメント・価格設定・
自動化・監視・ネットワークマネ
ジメントなどの領域で、電力企業
と IT 産業の主要企業が連携してプ
ロジェクトに臨んでおり、これら
の実施場所や試験場所は主に学校
や大学である。例えば、Florida 
Power & Light Company の プ ロ
ジェクトでは、スマートメーター
を用いて電力供給の安定化と情報
化を図り、大学や学校に設置され
る太陽光発電が検討される。また、
300 台の PHEV が Miami Dade Col-
lege, Florida International Universi-
ty, the University of Miami の 各 大
学に試験的に導入され、およそ 50
箇所の充電ステーションも設置さ
れる予定である。その他、家庭内
エネルギーディスプレイ、ピーク
デマンドの時に低消費モード切り
換える節電装置、スマートメーター
から制御可能なプログラマブル・
サーモスタット、電灯や家電装置
管理するためのデマンドマネジメ
ント、デマンド・レスポンスのソ
フトウェアなどが、IT 企業と共同
開発される予定になっている 22）。
　一方、図表 5 には、地域実証プ
ログラムに基づく主要プロジェク
トを示す。具体的な実証テーマに
対しては、電力企業・ICT 企業・
大学・公的研究機関が連携してプ
ロジェクトに臨んでおり、特に、
今後重要になる人間の行動とエネ
ルギー使用の関係、サイバーセキュ
リティなどに関する基礎的データ
の取得が計画されている。例えば、
ロス・アンジェルス水道電力局地
域実証プロジェクトでは、店舗用・
医療・小売・工業地域などの各領
域におけるインフラとしての実証
性の研究場所に、大学のキャンパ
スが選定されている。このプロジェ
クトの場合、情報インフラの構築
による人間行動の分析とエネル
ギー使用に関する包括的研究、次
世代サーバーセキュリティー技術
の実証研究、充電設備を持たない
利用者の電気自動車使用のパター
ン分析、など、情報機器に関する
研究開発に限らず、広い意味での
情報技術に関する先進的な研究開
発が計画されている 23）。
3-1-3　 ICT企業の活発な動き
　 従 来 か ら の GE 社・IBM 社・
図表 4　 グラントプログラムによる主要プロジェクト
連邦政府資金、配分先の州、
スマートメーターの数（個）
Central Point Energy 200百万ドル、テキサス州、
220万
550以上のセンサー、
自動スイッチ  
IBM, GE, Itron
QuantaServices  
Baltimore Gas &
Electric 
200百万ドル、
メリーランド州、110万 
動的価格、直接負荷制御
プログラムの拡充  
Duke Energy 
Business Services 
200百万ドル 、
ノースカロライナ州、
140 万 
動的価格プログラム、
双方向通信、自動先端
配電アプリ、PHV
Florida Power & 
Light Company 
200百万ドル、フロリダ州、
260万
9,000のインテリジェント
配電機器、先端監視機器 
GE, Cisco, Sliver
Spring, SunPower  
Progress Energy
Services 
200百万ドル、ノースカロ
ライナ州 、16万 
電力企業 導入対象 IT企業
参考文献3）を基に科学技術動向研究センターにて作成
IMB,Telvent
Cisco, Echelon 
（N/A）
政府資金額
主要地域
北西太平洋岸実証
プロジェクト
88百万ドル
ワシントン州
・双方向通信（分散電源、
　蓄電池、需要源、既存
　グリッド）
・SGのコスト利益計算の
　実施
・相互接続性、セキュリティ
Battle
Memorial
Institute
地域の12電
力会社  
大学：UW, WSU
企業：IBM, 3tiers,
Netzza,QualityLogics
オハイオ・grid
SMART実証プロ
ジェクト
75百万ドル
オハイオ州
・13の技術を実証（配電
　自動化、スマートメー
　ター機器、Home Area
　Network(HAN)、PHEV、
　蓄電、再生可能エネ等）
Columbus
Southern
Power
Company 
研究機関：EPRI,
PNNL
企業：Battelle, GE,
Silver Spring,
Lockheed Martin
ロス・アンジェルス
水道電力局地域
実証プロジェクト
60百万ドル
カリフォルニ
ア州
・大学構内での実証
・消費者のエネルギー
　利用方法、サイバー
　セキュリティ技術、
　PHVとの統合  
Los Angels
Department
of Water &
Power 
大学：USC, USLA,
CalTech  
安全で相互接続
可能・オープン
なグリッド実証
45百万ドル
ニューヨーク
州
・セキュリティ・ピーク
　需要削減・信頼性向上
 （再生可能エネ、グリッド
　監視、EV、送電自動化、
　消費者システム）  
Consolidated
Edison
Company of
NY
大学等：EPRI, 
Columbia
企業: Boeing, 
Prosser,
CALM Energy  
Irvine　実証プロ
ジェクト
40百万ドル
カリフォルニ
ア州
・送配電システムからス
　マート機器まで
・相互運用性、セキュリ
　ティ等に焦点
Southern
California
Edison
(SCE), PG&E
大学等：USC, EPRI,
企業：GE, Cisco,
IBM, Boeing  
実証
プロジェクト名
内容 電力企業 大学・IT系企業等
図表 5　 地域実証プログラムによる主要プロジェクト
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Accenture 社などに加えて、消費
者向け電力マネジメントサービス
市場への IT 企業の新規参入が始
まっている。ワイヤレスネットワー
クの拡大を狙う AT&T 社、Cisco 
Smart Grid Solution 社による家庭
の IP ネットワーク支援、ビルのエ
ネルギー管理インフラを目指す
Cisco 社、エネルギー・マネジメン
トシステムを消費者に開放するこ
と を ね ら う Oracle 社、Google 
Power Meter により家庭の省エネ
マネジメントとその延長上の新規
ビジネスをねらう Google 社 、ク
ラウドを利用して家庭向けのエネ
ルギー消費マネジメントシステム
を開発している Microsoft 社、な
どが例として挙げられる 2）。
　電力のモニターに直接絡んだ機
器を自分たちのビジネスに取り入
れてようとしている情報企業もあ
る。例えば、IBM 社は送配電シス
テムの効率的に運営する「インテリ
ジェント・ユーティリティ ・ーネッ
トワーク（IUN）」を構築するため
に、家庭用電力メーターに双方向
通信機能とパソコン機能を組み込
んだスマートメーター（図表 6）を
利用したソリューションを提供し
ている 7）。
　一方、Google 社 は、Google Pow-
erMeter 呼ばれるインターネット
のブラウザーを通して利用できる
ソフトウェアを開発し、インター
ネットで提供している。この Pow-
erMeter を使えば、契約している
電力会社からの電力の消費状況を
家庭やオフィスで簡単にモニター
でき、電力消費の視覚化による省
エネルギー化の効果が期待できる。
また、このソフトウェアを用いれ
ば、配電盤に取り付けることが可
能なクリップオン型の電力モニ
ターからも、ネットワークを通じ
て情報を入手することができる 8）。
3-1-4　新たな先進企業の登場
　米国では、スマートグリッドに
よって出現する新規ビジネスを目
的として、上記とも異なる新たな
先進企業が生まれていることにも
注目すべきであろう。これらの中
には、他分野からの参入や新たな
起業が含まれる。その例として、
需要サイドの機器監視制御（Ad-
vanced Metering Infrastructure）関連
の Silver Sprig Networks 社・Itron
社・Landis+Gyr 社、要求応答（デ
マ ン ド レ ス ポ ン ス ）を 扱 う
Comverge 社や EnerNoc 社、家庭
内ネットワーク関連の GridPoint
社などが挙げられる 9）。これらは、
2000 年前後からメーター関連の機
器製造などで創業した企業が多く、
自社の製品をネットワークにリン
クさせることによって、スマート
グリッド市場の新ビジネス開拓を
狙っている。図表 8 によれば、こ
れらの企業は堅実にあるいは飛躍
的に規模と売上を伸ばしているこ
とが分かる。
　例えば Google 社発のベンチャー
で あ る Silver Spring Networks 社
は、2002 年に設立され、現在は従
業員 200 人程度の企業である 9）が、
既に海外を含めて有力な電力の関
連企業を顧客としている。彼らの
顧 客 の 例 と し て は、American 
Electric Power 社、CitiPower & 
Powercor Australia 社、Florida 
Power & Light 社、Jemena 社、
Modesto Irrigation District 社、
OG&E Electric Services 社、Pacific 
Gas and Electric Company 社、
Pepco Holdings 社、Sacramento 
Municipal Utility District 社、 Pow-
erful 社、Influential Leadership 社
な ど が 挙 が っ て い る 10）。 こ の
図表 6　 IBM社の提供するスマート
メーター7）
図表 7　 Google PowerMeter の画面8）
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Silver Spring Networks 社成長の背
景には、製品・ソリューション・
サービスのあらゆる側面で事業を
展開していること、および図表 9
から分かるように、デマンドレス
ポンス・分散電源・電気自動車・
ホームネットワーク・通信・ソフ
トウェアの多様な技術領域で様々
な企業と協力関係が築けているこ
とが強みになっていると考えられ
る。
　また、GE 社はベンチャーキャピ
タル企業 4 社とともに、スマート
グリッド関連の新技術開発を促進
するため、2 億 US$ 規模の基金を
創設する方針を明らかにしてい
る 24）。このような基金は、さらに
新しい参入や起業を誘発する可能
性もある。
3-1-5　 標準化活動と法的整備
　米国におけるスマートグリッド
の技術開発の基本的な考え方は、
インターオペラビリティ（相互運
用性）の確保にある。
　インターネットとは、字義どお
り、「インター」＋「ネット」であり、
ネットワーク間でネットワーク同
士を結び付けるネットワークのこ
とを指す。同じように、スマート
グリッドも「グリッド間のグリッ
ド」、つまり、様々なグリッドを結
びつけるグリッド、という考え方
が基本になっている。
　このため、国家単位で標準化す
べきものがあるとすれば、グリッ
ド間の相互接続性とそのためのプ
ロトコルの設定であり、米国の場
合、商務省下の国立標準技術研究
所（National Institute of Standards 
and Technology：NIST）による標
準化が進められている。この標準
化により、個々のグリッドにおけ
る先進的な技術開発を進めながら、
将来的にはそれらの接続を保障す
ることが可能となる。
　具体的には、連邦政府は、2007
年の Energy Independence and 
Security Act（EISA）に 基 づ き、
NISTに500万US$を投資し、スマー
トグリッドにおける ICT 面での総
合運用性、セキュリティーに対す
る標準化活動を行わせている。
NIST の レ ポ ー ト の 注 に あ る
“protocols and standard for 
information management for 
interoperability of smart grid 
devices and systems”という部分か
ら分かるように、「情報のやりとり
のための標準化」に焦点が当てられ
ている。このような標準化活動の
背景として、一部の報道では「オバ
マ政権のスマートグリッドへの莫
大な投資は、まず自国で技術開発
と実用化を図り、米国企業のこの
分野における育成を図り、その後
に世界市場の覇権を握るという戦
略がある」と推測されている 4）。
　また、米国では、スマート・メー
ターの情報をリアルタイムで消費
者に提供することを義務化する法
案が米議会に提出され 11）、スマー
トグリッドの運用を活性化するた
めの法的整備も進められていると
言える。
技術 協力企業
Advanced Metering 
Demand Response / 
Energy Management 
Comverge, EnerNOC 
Distribution
Automation
ABB, DC Systems, S&C Electric Company 
Electric Vehicles 
Home Area Networks
and Devices 
Arch Rock, Carrier Corporation, Control4, Energate, Exegin, 
Invensys, LS Research, Onzo, Radio Thermostat of America, Tendril 
Networking Cisco, Digi International,    Sierra Wireless 
Software eMeter, Freestyle Technology, GEEnergy, GridPoint, Itron, OSIsoft, Oracle
Elster, GE Energy, Itron, Kinects Solutions, Landis + Gyr, Nansen, PRI
ClipperCreek
図表 9　 Silver Spring Network 社の協力企業
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設立 概要
Itron Liberty Lake,
WA
1977
Landis +
Gyr 
スイス 1886 ・2004 年豪州の投資会社が買収
・300 百万以上のメーターを販売
・売上は1364 百万ドル、従業員数は5070 
Sensus 2003 ・19 世紀後半にPittsburg のメーター企業。その後Rockwell 
　等に買収されるなどを繰り返し、2003 年現行名に変更
・AMR*、AMI** 等。・従業員数3838 人。売上633（2006）、
　694（2007）、671（2008）百万ドル 
EnerNOC ・現在1650 の商業、産業向け顧客。2050MW の需要対応
・売上26（2006）、61（2007）、106（2008）百万ドルで増加 
Echelon ・Networked Energy System の提供
・従業員325名。売上137（2007）、134（2008）百万ドル
Comverge ・1997年PowerCom、Lucent の部門が合併、1999年Scientiﬁc
　Atlantaの部門、2003 年Sixth Dimension 吸収、2007 年IPO
・500万以上の機器を販売。SDGE（CA）、Public Services
　Company of New Mexico, PaciﬁCorp, New England ISO 等 
・売上34（2006）、55（2007）、77（2008）百万ドル 
Ambient ・インターネットベースのスマートグリッド（AMR*含む）
・売上は2.3（2007）、12.6（2008）百万ドル。 従業員38名
Silver
Spring
Networks
Redwood City,
CA
2002 ・インターネットによるAMI**、需要対応等
・主要顧客は、Florida Power & Light, PGE, Pepco, Jemena
　Electricity Networks, United Energy Distribution 
Trilliant
Networks
Redwood City,
CA
2004 ・前身は1985 年に設立。2004 年に現企業に
・AMI**。100 万のメーターを配布。200以上の電力顧客 
企業名 本社所在地
Raleigh, NC
2001Boston, MA
・1977 年にIdaho で最初の製品を販売
・2004 年SchlumbergerAdvanced Metering、2007 年
　Actaris 買収
・現在8000 以上の電力が利用。AMR*、AMI** 等
・売上664（2006）、1464（2007）、1910（2008）
　百万ドル。従業員数8500 人以上 
Newton, MA 1996
San Jose, CA 1988
1997East Hanover,
NJ
図表 8　 新たにこの領域に登場した企業
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AMR*: Automatic Meter Reading
AMI**: Advanced Metering Infrastructure
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4   スマートグリッドにおける ICT
4─1
ICT の担う役割
　図表 10 に、スマートグリッドに
関連する ICT の役割を示す。従来
から研究開発が進められ、すでに
ある程度は実現されているものと
して、発電における発電監視シス
テム、需要に応じた発電制御をお
こなう需給制御システム、送電・
配電を安定的に実現する系統監視
盛業システムや配電自動化システ
ムなどがある。また、自動検針な
ども一部で実現されている。前述
したように、スマートグリッドに
おいては需要サイドに発電・蓄電
の機能が追加され、また分散電源
が導入されるため、系全体の複雑
さが飛躍的に増大し、系の制御も
高度化されねばならない。従来か
らの ICT に加えて、発電・送電・
配電・分散電源を通して流通され
る莫大な量の情報の、収集・転送・
蓄積・加工およびそれに基づく監
視や制御・意思決定支援などが必
要とされる。また、ビルディング
エネルギーマネジメントシステム
（BEMS）やホームエネルギーマネ
ジメントシステム（HEMS）を中心
とした、需要サイドの機器監視制
御（Advanced Metering Infrastruc-
ture：AMI）も新たな技術領域であ
る。
　電力系統への ICT 導入の日本に
おけるこれまでの例として、例え
ば東京電力（株）は送電線敷設時に
ほとんどの送電線に通信機能を埋
3─2
日本の動向
　日本においても、いくつかの実
証プロジェクトがすでに始まって
いる。関西電力（株）による 3000 台
の電力メーターによるスマートグ
リッドの実験、沖縄電力（株）による
離島独立型系統新エネルギー導入
実証事業 12）、風力発電を導入した
六 ヶ 所 村 ス マ ー ト グ リ ッ ド 実 
証 13）、東京大学・東京工業大学・
電力企業各社が参加する次世代送
配電系統最適制御実証事業 14）など
である。
　また、（独）新エネルギー・産業技
術総合開発機構（NEDO）は、米国
ニューメキシコ州において、日本
企業によるスマートグリッドの実
証実験を始めた。日本では様々な
法規制のために実証が難しい技術
を、制約のない米国で実証するた
めである。このプロジェクトの背
景には、ニューメキシコ州が日本
の企業の技術により米国の他州と
の差別化を図りたいと考えている
ことや、同州が米国の中でもとり
わけ日照量が多く太陽光発電の実
験に向いているなどの事情がある。
ただし、このプロジェクトでは、
実験対象のほとんどを太陽電池技
術や蓄電池関連技術などの情報系
以外の技術が占めている。
　経済産業省が省内横断的なプロ
ジェクトチームとして設けた次世
代エネルギー・社会システム協議
会は、ICT・エネルギー・交通シ
ステムのイノベーションにより次
世代の都市づくりを目指す「スマー
トコミュニティ」の国内実証を行な
うことを決定している。具体的に
は、神奈川県横浜市・愛知県豊田
市・京都府けいはんな学研都市・
福岡県北九州市において行うこと
を決定した。
　また、「スマートグリッドやス
マートコミュニティに関連する企
業が集まり、民間主導で議論する
場として「スマートコミュニティ
フォーラム」が、経済産業省が事務
局となって 2009 年 12 月に発足し
た。このフォーラムの狙いは、低
炭素社会の実現に向けた需要サイ
ドの対策による可能性の追求、ス
マートコミュニティのあるべきビ
ジョンの共有、システムのアーキ
テクチャと各要素のあり方の明確
化、システムとして海外展開する
ためのアライアンス形成と戦略づ
くりとされている 15）。このフォー
ラムの成果のひとつとして、2010
年 6 月に推進組織として 352 企業
から成る「スマートコミュニティ・
アライアンス」が NEDO を事務局
として設立された。このアライア
ンスでは、国際戦略・国際標準化・
ロードマップ・スマートハウスに
関し、各ワーキンググループが開
始された。
　なお、2010 年 6 月に閣議決定さ
れた「新成長戦略」のなかにも、今
後の重点領域のひとつである「グ
リーンイノベーション」のなかで、
スマートグリッドの実現が盛り込
まれている。
　日本では 1990 年頃に、四国電力
（株）による OpenPLANET という
プロジェクトが存在したが、これ
は広まりをみせなかった。その理
由は、当時は電力線通信（PLC）・
PHS などの通信インフラが未熟で
あり、また、CPU を備えたような
電力メーターを使っての家庭用の
新しいサービスが提案できなかっ
たためとされている 16）。この例が
示すように、スマートグリッドは、
「キラー・アプリケーション」の提
案の有無が成功の鍵を握っている
と言えるだろう。
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め込み、基幹系と配電網で障害を
検知している。その結果、日本の
家庭 1 軒当たりの年間停電時間は
16 分となり、優れた制御システム
が構築されている（図表 11）。
　再生可能エネルギーの各地域お
よび各家庭への導入においては、
高度な制御システムが必要になる。
電力システムは常に需要と供給が
一致していなければならないため、
既存の電力システムでは、需要が
増加した場合、発電量を増やしこ
れに即対応できるようにしている。
再生可能エネルギーの太陽光発電・
風力発電等は天候に左右されやす
く電力の供給量が変動し、この変
動を既存電力系統で吸収しなけれ
ばならないため、高度な制御シス
テムが必要となる。日本では経済
産業省が 2030 年に 53GW の太陽
光発電の導入計画を発表している
が、一方、電力 10 社から成る電気
事業連合会は 10G Ｗが限界である
としている。その理由は太陽光発
電の発電量が大きく変動し、系統
の品質に大きく影響を与える可能
性があるためである。ただし、ス
マートグリッドを用いたマネジメ
ントシステムの導入により、この
影響を軽減することが期待されて
いる 3）。
　米国においては、電力系統 ― 地
域ネットワーク ― ホームネット
ワークを連携させるマネジメント
システムの研究開発投資が活発化
している。地域ネットワークにお
ける再生可能エネルギーの導入は
いましばらく時間がかかることか
ら、産業界においては主にホーム
ネットワークにおける技術開発と
社会実装への試みが先行してい
る 3）。これは需要家機器監視制御
を行うための Advanced Metering 
Infrastructure（AMI）によって実
現されるが、AMI はスマートメー
ター（Smart meter）・家電・通信・
ホームエネルギーマネジメントシ
ステム（HEMS）によって構成され
る。このうち特にスマートメーター
は、家電製品からのデータ入力・
家電製品への制御を行なうことの
できる通信機能を持った電力メー
ターである。これまでの電力メー
ターの機能に家庭内のエアコン・
照明器具などの家電や温度計など
のセンサーなどが無線でつながり、
電力の消費情報・温度情報などが
収集できるようになる。スマート
メーターは外部ともネットワーク
でつながるため、最終的には全世
界の家電製品・センサ ・ー電力メー
ターが、ネットワークを介してイ
ンターネットの通信主体のひとつ
になっていく。
　スマートメーターを家庭に導入
することのメリットとして、まず
「電力消費の見える化」により各家
庭で自発的に節電意識が向上する
ことが挙げられる。電気機器の監
視とオン・オフの機能を組み入れ
ることにより、需要サイドのマネ
ジメントによる電力利用の効率化
が図られることになる。一方、供
給側である電力会社は、需要がピー
クを迎えたときに強制的な供給制
御を実現することもできる。さら
に将来、各家庭において太陽光発
図表 10　スマートグリッドにおける ICTの役割
参考文献1、3）を基に科学技術動向研究センターにて作成
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図表 11　家庭 1件あたりの年間停電時間の国際比較
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参考文献6）を基に科学技術動向研究センターにて作成
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電による発電が行われ、PHEV の
導入による余剰電力の売買などが
可能になった場合には、スマート
メーターは、市場原理に基づくダ
イナミックな電力市場の安定を保
証する重要なアクセスポイントの
役割を果たすと考えられる。また、
AMI により家庭ごとのきめ細かな
電力の仕様状況が把握でき、これ
を利用してライフスタイルを把握
して新規ビジネスが創出される可
能性もある。ただし、その場合に
はプライバシーの保護に十分気を
つける必要がある。
4─2
巨大なネットワーク
システムの登場
　将来的に、数 100 万台のスマー
トメーター・給湯装置・家電製品・
膨大な数のセンサーなどが、既存
の電力システム・再生可能エネル
ギーシステム・ガスの供給システ
ム・水道の供給システムなどの社
会インフラと接続されると、現在
のインターネットを上回る巨大な
地球規模のネットワークシステム
が出現することになる。その場合、
ネットワークに接続された各デバ
イスが生成する膨大な量のデータ
を収集・分析し、制御に結びつけ
るため、強固なネットワークと高
度な情報処理システム、および、
これらを実現する様々なグリッド
の相互接続性を可能にするアーキ
テクチャ・情報セキュリティ技術
が必須となる。
　現在のインターネットの場合に
は、伝達されるものは抽象化され
たビット列（0101・・・）のみであ
るが、新たに出現するネットワー
クは物理的実態の伝達も並列に行
われることにるため、システムと
しての複雑さが格段に高まる。ま
た、新たに出現するネットワーク
においても、現在のインターネッ
トと同じように、情報の収集・転
送・蓄積・加工・検索・提示・セ
キュリティとプライバシーの保護
などが要求されると考えられる。
4─3
スマートグリッドを支えると
考えられている ICT の
要素と標準化
　米国エネルギー省のまとめたス
マートグリッドを支える技術要素
を図表 12 に示す。
　この分類によれば、まず、スマー
トグリッドを効率の良い信頼性の
あるリアルタイムシステムにする
ため、双方向通信技術が重要と考
えられている。Plug-and-Play とい
う考え方により拡張性・変更容易
性を確保したうえで、相互互換性
を実現する双方向の通信アーキテ
クチャが確立されねばならない。
次に、スマートメーターや情報家
電などから上がってくる膨大な情
報をモニターし、制御・診断・価
格設定・資源管理などを行うため
の、最新のアルゴリズムを用いた
制御技術が必要とされる。また、
センサーおよび計測に関する技術・
効率のよい正確な運用を支援する
インターフェイス・意思決定支援
しステムも、重要技術として挙げ
られている。
　特に双方向通信は、現在の短距
離無線通信の技術が大幅に改良さ
れ、大々的に実装されると予測さ
れる。これには、家電ネットワーク・
マルチホップ通信などのアドホッ
クネットワーク・メッシュネット
ワークおよびセンサーネットワー
クなどの技術が含まれる。また、
これらを制御するための分散制御
システムも開発されねばならない。
例 え ば、ZigBee は IEEE 802.15.4
をベースに策定した短距離無線規
格であり、WiFi や Bluetooth など
と比べて消費電力が少なく、多く
のメッシュを構成できるため、監
視・制御用として注目されてい 
る。近年、ZigBee Smart Energy Pro-
file という仕様が設定され、メー
ターの読み取り・機器制御・電力
料金のリアルタイム清算・テキス
トメッセージの送信・データの暗
号化・機器認証などが取り決めら
れている 2、20）。また、スマートグ
リッドを実現する通信規格の標準
化のひとつとして「IEEE 802.15.4g」
という標準の一環で SUN（Smart 
Utility Networks）が取り決められ
ている。IEEE 802.15.4g は、半径
数 100 メートル～数キロメートル
の範囲において、複数の各ホーム
ネットワークからの情報を電力会
社やガス会社の情報収集局に集約
し、双方向に制御できるため、ス
マートグリッド時代の無線ネット
ワークとして期待されている 21）。
　また、ICT 機能を持つ家電（ス
マート・アプライアンス）も数多く
開発されると考えられる。スマー
ト・アプライアンスとスマート
メーターを接続するインターフェ
イスを決める規格「OpenHAN」も
すでに存在する。この標準化活動
は、Pacific Gas & Electric Co. 
（PG&E） 社、Southern California 
Edison Co.（SCE） 社、American 
Electric Power 社などの大手電力
事業者が中心となって進められて
いる 2）。
ICTから見たスマートグリッドの可能性
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図表 12　米国エネルギー省の挙げるスマートグリッドに関連する技術要素
参考文献17）を基に科学技術動向研究センターにて作成
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4─4
日本国内の ICT からみた 
スマートグリッドに関する論点
　経済産業者が主催したスマート
コミュニティフォーラムでは、
ICT からみたスマートグリッドに
関する論点を以下のようにまとめ、
2010 年 6 月に公表した 15）。日本国
内でも、このようにスマートコミュ
ニティを実現しようという議論は
あるものの、研究開発投資は太陽
光発電など再生可能エネルギーや
蓄電池の技術開発に関心が集中し、
スマートグリッドに係る ICT の研
究開発・事業化の動きが活発化・
具体化していない。
（1）　情報システムアーキテク
チャ
　情報システムアーキテクチャと
しては、スマートメーターとホー
ムサーバーの役割、それらのホー
ムネットワーク内および外部への
接続に関する最適な方法が考えら
れなければならない。ホームゲー
トウェイとして家庭内のすべての
機器をつなぐのは、ホームサーバー
（コンピュータ）かスマートメー
ターか、あるいは両者の共存か、
のどれが望ましいのか議論されな
ければならない。このことにより、
家庭内の電力情報の収集や機器管
理の担い手が、電力会社あるいは
ホームサーバ提供事業者（通信会
社・家電メーカ ・ー住宅メー カ ・ー
ICT サービス事業者・他のエネル
ギー関連事業者）のどちらになるの
かが決まる。
　また、ホームネットワークのオー
プン性と信頼性を両立するアーキ
テクチャが必須である。すなわち、
家電ネットワークについては、ユー
ザーの利便性を考えて特定企業の
インターフェイスとならないよう
にするインターフェイスのオープ
ン化が必要であるが、システムの
信頼性を維持するためには、認証
など接続機器に対する一定の規律
が必要となる。よって、このバラ
ンスがとれるアーキテクチャでな
らなければならい。具体的は、ホー
ムサーバーの API の共通化とオー
プン化、ホームサーバーのミドル
ウェアの共通化、および家電など
を接続する通信インターフェイス
の共通化が必要となる。
　外部ネットワークへのホーム
ネットワークの接続に関して、ど
のような通信方式でネットワーク
を構築すべきかを決めなければな
らない。その候補としては、電力
線通信（PLC）、無線通信（3G/LTE、
WiMAX・PHS・マルチホップ式
通信など）、有線通信（光ファイ
バ ・ーADSL・ケーブルテレビなど）
が挙げられる。その際のコストを
どのように負担するのか、セキュ
リティをどのよう守るのかも課題
となる。また、この接続に関しては、
どのような伝送方式でネットワー
クを構築すべきかも決めなければ
ならない。これに関しては、コス
ト的に優位な無差別伝送型（イン
ターネット型）と信頼性の高い特定
用途優先型（伝送保証型）の選択肢
がある。
（2）　家庭内情報を活用した新
サービス創出
　家庭内の「エネルギー情報の見え
る化」によって、ユーザーに省エネ
ルギーの意識を持たせる「見える化
サービス」など、省エネ促進の新
サービス創出が期待できる。例え
ば、家庭での電力利用モニタリン
グのフィードバックにより再生可
能エネルギーの有効活用と系統へ
の悪影響排除を実現し、電気自動
車の充電タイミングを地域として
管理することにより、決められた
系統容量範囲内での充電サービス
を保証するような最適なエネル
ギーマネジメントに関する新サー
ビス創出も考えられる。
　さらに、家庭内機器の所在把握・
異常検知・遠隔修理・遠隔メンテ
ナンス・新たな製品開発への情報
発信・オンデマンド宅配サービス・
テレビのホームゲートウェイモニ
ターとしての活用（行政情報の提
供・オンライン行政手続き・テレ
ワーク・テレビ会議・近隣住民同
士の情報交換）なども、新サービス
の候補として挙げられている。
（3）　家庭内情報の収集・管理・
利活用に関するルールの設
定
　様々な恩恵を受ける半面、それ
にともなって浮上する問題に対応
するために、個人情報のようなセ
ンシティブな情報を含みうる家庭
内情報の収集・管理・利活用のルー
ルの設定の必要性も指摘されてい
る。例えば、収集・利用の目的お
よび情報の管理者とその内容の明
示・家庭内情報のユーザーへの
フィードバックの義務化・情報の
ポータビリティの確保・ホーム
ゲートウェイへのアクセスルール・
ネットワークとホームゲートウェ
イのセキュリティ要件・情報の漏
洩や不正入手に対する規則の整備
などが、このようなルールに含ま
れると考えられる。
（4）　その他の意見
　スマートコミュニティーフォー
ラムで議論されたメンバーからの
その他の意見の中で、ICT に関係
するものを参考文献 15）よりまとめ
ると、図表 13 のように整理できる。
ICTから見たスマートグリッドの可能性
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図表 13　スマートコミュニティ―フォーラムにおいて議論された論点
1） スマートコミュニティの経済性やコスト負担のあり方の検討
が必要
2） 国内展開と海外展開は異なる戦略・モデルが必要となるため、
プライオリティの明確化が重要
3） 海外展開には、気候や文化等を背景とした現地ニーズに応じ
たローカライズ戦略が重要
4） エネルギー需給の議論に終始せず、新しいサービスを創出す
ることも視点に加えるべき
5） 人間による制御と自然の力の有効利用をバランスさせること
が重要
6） オープン / ブラックボックス戦略がスマートグリッド海外展
開の命運を左右する
7） 配電系と基幹系が協調したスマートグリッド全体の設計が必
要
8） アジア等新興国の不安定な系統にいかに我が国の要素技術を
適用できるか検討が必要
9） スマートグリッドの整備に合わせて情報戦略・ビジネスモデ
ルの構築を議論すべき
10） ユーザーサイドから見て付加価値のある仕組みにすべき
11） 官民一体となり、スマートグリッドの実証を早急に行うべき
12） 政府には発展途上国での市場展開を見据えたグローバル展開
戦略の策定を期待
13） 各国状況（地理・歴史・ニーズ）に合わせたシステムを輸出
すべき
14） スマートメーターと宅内制御装置（ホームサーバー）のあり
方を議論すべき
15） スマートメーターの所有、設置のあり方について議論すべき
16） 電気の用途が移動用（EV）にも広がることを踏まえ、移動
用と家庭用で課金方式を変える必要性が出てくる場合にも、
スマートメーターの導入は有益
17） 家電等の制御を行う際にはセキュリティやコスト負担のあり
方を整理すべき
18） 需要家を含めたスマートグリッドには、自律的な効率の良い
ネットワークが必要
19） 需要家参加型のエネルギー社会システムを構築すべき
20） スマートコミュニティは「自然」、「生活の場」、「エネルギー」
がつながる「共」の空間を提供するまちづくりのコンセプト
21） 家電製品等がスマートグリッドにつながることで、住宅その
ものもサービスを提供する場として大きく変化する
22） スマートメーター導入に際しては、①メーターにどこまでの
機能を持たせるか？　②アクセス網をどうするか（電力会社
の自営網や公衆網の使い方）？　③公衆網を活用する場合の
オープン性（幅広い通信事業者網の活用）等が議論のポイン
ト
23） デマンドレスポンスにおける消費者の受容性について、需要
家利益の保護の観点から、料金メニュー等ソフト面について
も、需要家の理解を得る必要あり
24） スマートコミュニティ実現に向けたコスト負担や投資対効果
を十分に検証することが必要
25） スマートコミュニティ内外で顧客が受けられるサービスの内
容や負担するコストの違い等について留意が必要
26） メーターの機能高度化の際には、取り替えに必要な時間や計
量機能などへの影響を考慮していく必要あり
27） 用途別料金を設定する場合に、スマートメーターの活用につ
いて今後検討すべき
28） スマートメーターの導入にあたっては、地域特性や設備実態
等を踏まえ、事業者の公共性と自主性の両面も考慮する必要
がある
29） ホームネットワークにおいては、セキュリティの観点から、
オープン系とクローズ系の情報の取り扱いの整理が必要
30） 海外プロジェクトの進出にあたっては、アプリ層（コンテン
ツ）の強化を行うとともに、どのような法的制度や問題があ
るかの議論が必要
31） 需要家側のメリットを十分に説明した上で、コスト負担をど
のようにとらえるかが重要
32） 需要家の観点からインセンティブや行動パターンを引き出せ
るような議論をすべき
33） スマートコミュニティの構築には既設のインフラの活用も議
論にいれるべき
34） 国際展開において、市場パターンに合致したスマートコミュ
ニティシステムの展開が必要
35） 企業が海外プロジェクトへの参加にあたっては、国が政府間
の協力関係を構築することが重要
36） 環境技術と金融技術をうまく活用し、公共政策とも併せて三
位一体施策として、スマートコミュニティの推進を検討すべ
き
37） 海外展開を図るための特区構想が重要
38） 機器単体の機能向上に特化すると、日本にしか通用しないも
のしかできなくなるため、システムとしての検討が必要等
39） スマートグリッド実現のためには、海外も見据え、民間の自
由度を担保すべき領域をしっかり確保したうえで、官主導の
戦略フレームワークをベースに、官と民の連携が重要
40） 標準化戦略におけるオープン / クローズの話は、パテント戦
略の進め方が鍵
41） システム標準化の話に加え、コンポーネント化も議論にいれ
るべき
42） 国際標準化においては、ヨーロッパに目を向けるのも一つの
選択肢となり得る
43） いつまでに何をするかを整理した上で、時間軸で明示するこ
とが重要であり、中長期的な時間軸の中で、リスクをどのよ
うに捉え、政府との分担をどうするか議論が必要
5   予側される今後
5─1
スマートグリッドに関連する
ICT 産業の国際競争力
　以上報告したように、スマート
グリッドは ICT 産業にとって大き
な成長のエリアであると期待でき
る。しかし、特に ICT の視点から
言えば、日本では研究開発も事業
化も具体化しているとは言いがた
い。
　図表 14 に、日米の技術開発投資
状況の違いからみた今後の国際展
開の違いを模式的に示した。技術
開発領域は、従来からの発電・送
電、再生可能エネルギー、ICT の
3 つの領域に大別できる。図表 14
において領域の色の濃淡は、濃い
ほど発達しており、淡いほど未発
達であることを示している。
　米国では全ての領域に投資が行
き渡っている。この結果、近い将
来において、米国では ICT・再生
可能エネルギー・電力系統の連携
した、拡張性および相互互換性の
あるシステムが発達すると考えら
れる。この拡張性および相互互換
性こそが他国への技術輸出を可能
にするはずであるため、米国で育
成された再生可能エネルギーおよ
び ICT が将来の国際競争力をもつ
可能性は高い。
　一方、現時点において日本は非
常に優れた電力系統を保持してお
り、現在の日本の技術開発投資は
主に再生可能エネルギー・蓄電に
集中している。日本においては再
生可能エネルギーの技術が発達し、
その技術要素は国際競争力をもつ
かもしれない。しかし、これらは、
あくまで他の上位システムに組み
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込まれる「部品」として輸出される
可能性が高い。
　技術とは、全体的な構想の中で
しっかりと定義され、開発されて
こそ価値を高める。特に、この構
想の現実世界における実現手段が
ICT であると言える。スマートグ
リッドに関して、ICT の視点から
の研究開発と標準を確立する動き
に乗り遅れることは、携帯電話市
場などの場合と同様にスマートグ
リッド市場でも日本の ICT が国際
的に孤立する危険性をはらんでい
る。
5─2
「モノのインターネット
（Internet of Things）」の世界へ
　前章で報告した日本のスマート
コミュニティフォーラムでは、ス
マートグリッドの将来に関して
ICT の観点から以下のような指摘
もある 15）。
　◦ これまでパソコンや携帯電話
に閉じていた情報ネットワー
クの世界が、家庭内の家電・
エネルギー機器・自動車など
によって構成されるホーム
ネットワークにまで拡がり、
いわゆる「モノのインターネッ
ト（Internet of Things）」の世界
が誕生する。
　◦ 要求応答（デマンドレスポン
ス）・太陽光発電の出力抑制・
電気自動車の充電タイムシフ
トなどが遠隔操作で行われ、
電力会社の情報制御ネット
ワークが各家庭までつながり、
情報ネットワークとエネル
ギー機器の融合化が起こる（ス
マートハウス）。
　◦ これにより新しい情報ネット
ワーク（第 2 のインターネッ
ト）、モノとモノ・モノとヒト
をつなぐ新しい情報ネット
ワーク、エネルギー機器と情
報ネットワークが融合化した
システムが登場する。
　すなわち、RFID、IPV6 などに
絡んで議論されてきた「もののイン
ターネット（Internet of Things）」の
世界が、スマートグリッドの推進
によって、家電・自動車なども含
んだより広い範囲に拡大されるこ
とになり、「もの─人─エネルギー」
が情報によって全て結ばれる新し
いネットワークが出現するのであ
る。このことは「情報化」が大衆化
され、より身近なレベルで起こる
こととも言え、我々の社会に大き
な変革が起こることが予測される。
そのメリットは、家庭・社会の中
に実在する身近な装置や物品の存
在場所・稼働状況・資源の使用量
などが全て把握でき、それらを制
御可能なインフラが確立されるこ
とにより、より全体最適に近い世
界を実現できることにある。一方、
今まではネットワークで接続され
たコンピュータ群“のみ”に存在し
ていたセキュリティやプライバ
シーの問題が、クーラー・冷蔵庫・
図表 14　スマートグリッドにおける技術の国際展開の予測
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電灯といったより身近なもののレ
ベルでも起こる懸念もある。
　例えば、IBM 社は近年の企業戦
略を「スマーター・プラネット」の
実現と言っている。スマーター・
プラネットとは、ICT を用いて、
電力・水・交通・金融・物流・医
療等々に関する物理的事象や物理
インフラとデジタルインフラを統
合し、社会・経済のイノベーショ
ンを実現しようとする考え方であ
る。IBM社はスマータ ・ープラネッ
トにより、省エネ・水不足・交通
渋滞・金融リスク・欠品・医療連
携など、社会・経済の具体的な問
題を解決できるとしている。これ
は、スマートグリッドをより一般
化し、拡張したコンセプトと言え
る。この戦略の背景にあるのは、「社
会・経済の実態を動かすのはもは
や「情報」そのものになっている」と
いう認識である。デジタルインフ
ラを実際の世界に密着させ、効率
よく情報を入手・分析しアクショ
ンをとることが、「社会・経済を動
かす」ということになるという、「情
報化」に対する全く新しい認識がそ
こにあるのである。
　電子計算機が誕生してから、半
導体・コンピュータ ・ーネットワー
クなどの驚異的な成長により発展
してきた ICT は、社会・経済にお
ける実態としての価値を創出する、
まさに新しいステージに突入しつ
つある。その具体的な挑戦領域の
ひとつが、スマートグリッドが対
象とする世界なのである。
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